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研究成果の概要（和文）：　本研究では、勤労者において野菜の栽培活動が精神面に及ぼす影響を検討した。
2020～2022年度に、N市の市民菜園利用者240名に対して1年間の栽培活動前後で自記式質問紙調査を実施し、
「野菜摂取行動に関する自己効力感」と「精神的健康度」の変化を評価した。その結果、栽培活動後では「野菜
摂取行動に関する自己効力感」が高まり、「精神的健康度」も上昇する傾向を示した。これまでに、野菜の栽培
活動は野菜の摂取量を増加させることが報告されているが、本研究から精神面への影響を介して野菜の摂取行動
につながる可能性が示唆された。

研究成果の概要（英文）：　In this study, we examined the effects of vegetable cultivation activities
 on the mental health of working people. The self-administered questionnaire surveys were 
administered to 240 users of citizen's vegetable gardens in N city before and after one year of 
cultivation activities from 2020 to 2022 to evaluate changes in "self-efficacy regarding vegetable 
consumption behavior" and "mental health level". The results showed that "self-efficacy regarding 
vegetable consumption behavior" increased and "mental health" also tended to increase after the 
cultivation activities. Although vegetable cultivation activities have been reported to increase 
vegetable intake, this study suggests that it may lead to vegetable intake behavior via mental 
effects.

研究分野： 公衆栄養学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究から野菜の栽培活動が勤労者の精神面に良い影響を及ぼすことが見出された。少子高齢化が加速する我
が国において、社会経済の進展を担う働き世代の健康増進は重要な課題である。労働時間とプライベート時間を
切り離した健康づくりの推進も重要であるが、労働環境内での健康づくりも重要である。本研究結果を踏まえる
と、労働時間内の休み時間等を活用した野菜の栽培活動の実施が勤労者の健康づくりに貢献すると考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 我が国では、少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少、育児や介護との両立など、働く方のニー
ズの多様化等の状況に直面している。現在我が国で推進されている「働き方改革」は、個々の事
情に応じた多様な働き方を選択することができる社会を実現し、働く方一人ひとりがより良い
将来の展望を持てるようにすることを目指している 1)。勤労者の健康の維持増進をなくしては我
が国の経済発展は達成できない。 
これまでに「野菜の栽培」活動が野菜摂取量を増加させることが多々報告されており 2,3)、職

場での栽培活動が勤労者の健康維持に良い影響をもたらす可能性がある。我々が平成 28～30 年
度に実施した科研費研究（若手研究（B）「ロコモティブシンドロームに関連する社会経済的背
景の探索と予防介入プログラムの開発」では、職場における「野菜の栽培」が野菜摂取量や野菜
に対する意識に良い影響を与えることを示唆している 4)。しかし、これまでに縦断的に検討をし
た研究はなく、その因果関係は示されていない。そこで本研究では、職場での「野菜の栽培」プ
ログラムを開発し、縦断的に健康への効果を検討したいと考えた。我が国では、現在、働き方改
革が推進されており、勤労者の健康の維持増進は重要な課題である。本研究で開発する「勤労者
のための健康増進プログラム」は、勤労者の健康の維持増進の一助となるであろう。 
 
２．研究の目的 
 先述した通り、本研究では、これまでの我々の科研費研究を発展させ、勤労者を対象に「野菜
の栽培」と野菜摂取量や精神的健康との因果関係を明らかにする縦断的介入研究を行う予定に
していた。しかし、研究期間 1年目に新型コロナウイルス感染症が国内で蔓延し、勤労者対象に
介入研究を実施することは困難な状況となったため研究デザインを変更せざるを得なかった。
そこで、本研究では、これまで検討されてこなかった勤労者の精神的健康に着目し、「野菜の栽
培」活動との関連について観察研究で明らかにすることを目的とした。 
 
３．研究の方法 
 研究開始当初の計画では、勤労者を対象とした介入研究を実施する予定であったが、国内にお
ける新型コロナウイルス感染症の蔓延により、以下に示した観察研究に変更した。 
 
(1) 調査期間および対象者 
 令和 2(2020)～4(2022)年度に N 市の市民菜園を利用した N 市民（各年度 80 名、計 240 名を募
集）に対し、市民菜園利用前（各年度 4月）と利用後（各年度 2～3月）に無記名自記式質問紙
調査を行った。利用前の調査は、各年度 4 月に開催された市民菜園利用説明会時に、本研究目的
と倫理的配慮、回答をもって研究参加に同意したとみなすことについて研究者が口頭説明を行
った。同時に、質問紙と返送用封筒の配布を行い、回答済み質問紙は郵送で回収した。利用後の
調査は、各年度 2～3 月の市民菜園利用終了時の片付けの際に、質問紙と返送用封筒を配布し、
回答済み質問紙は郵送で回収した。3年間の合計回収件数（配布数に対する回収率）は市民菜園
利用前 142 件（59.2%），利用後 142 件（59.2%）であった。 
 
(2) 調査内容 
市民菜園利用前後共通の調査項目として、属性（性別、年代、同居家族、職業、世帯収入）、

野菜摂取行動に関する自己効力感尺度 5)（3 項目 5 件法、得点幅 3-15 点：得点が高いほど自己
効力感が高いことを示す）、WHO-5 精神健康状態表簡易版 6)（S-WHO-5-J、5 項目 4 件法、得点幅
0-15 点：得点が高いほど精神的健康度が高いことを示す）を設定した。また、市民菜園利用後
の調査では、1年間の野菜の栽培活動状況（栽培活動頻度、栽培した野菜、上手く育てられた野
菜の有無等）についても回答を求めた。 
 
(3)統計解析 
 解析対象者を勤労者（常勤、パート、アルバイト等）と非勤労者に分け、各項目、勤労者と非
勤労者の比較にはカイ二乗検定、栽培活動前後比較には Mann-Whitney の U 検定を用いた（両側
検定、有意確率は p＜0.05 を採択）。すべての統計解析は SPSS Statistics ver.29 (日本 IBM 株
式会社、東京)を用いて行った。 
 
４．研究成果 
(1)対象者属性と栽培活動状況（表 1、表 2） 
 対象者属性を表 1に示した（栽培活動前と栽培活動後の属性は類似していたため、栽培活動前
の調査結果による属性のみを示した）。勤労者（n=78）は男性 47.4%、女性 52.6%、非勤労者（n=59）
は男性 50.8%、女性 49.2%であり勤労者と非勤労者に有意差はみられなかった（p=0.75）。年齢
は、勤労者では 50 歳代（30.8%）、非勤労者では 70 歳代以上（39.0%）が最も多く、同居家族は、
勤労者では 2名以上（60.3%）、非勤労者では 1名（61.0%）が最も多く、いずれも勤労者と非勤 



労者の間に有意差がみられた（順に p＜
0.001）。栽培活動頻度は勤労者、非勤労者
で有意差はみられず、両者とも週 1～2回
が最も多かった（p=0.13）。また、両者と
も 90%以上の対象者で上手く育てられた
野菜があると回答していた（p=0.55）。 
 
(2) 栽培活動前後における野菜摂取行動

に関する自己効力感得点の変化（図 1） 
勤労者では、栽培活動前後で 8 点から

10 点へ有意に得点が上昇した（p=0.011）
が、非勤労者では、そのような傾向はみら
れなかった（p=0.099）。図 1に示したヒス
トグラムからも、勤労者では全体として
得点の上昇がみられた。勤労者では栽培
活動により野菜摂取行動に関する自己効
力感が高まったと考えられる。非勤労者
は栽培活動前の得点が全体として高く、
栽培活動による得点の上昇はみられなか
ったと考えられる。 
 
(3) 栽培活動前後における S-WHO-5-J 得

点の変化（図 2） 
勤労者、非勤労者ともに、栽培活動前後

で9点から10点に得点が上昇する傾向に
あったが、有意な上昇ではなかった（順に
p=0.417、p=0.162）。図 2に示したヒスト
グラムからも、全体としては得点が上昇
する傾向はみられ、栽培活動により精神
的健康度が高まる傾向にあった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 野菜摂取行動に関する自己効力感得点       図 2 S-WHO-5-J 得点 
 
(4) 結論 
本研究では、勤労者において「野菜の栽培」活動が精神面に及ぼす影響を検討し、1年間の栽

培活動前後で野菜摂取行動に関する自己効力感が高まり、精神的健康度も上昇する傾向を示し
た。これまでに、「野菜の栽培」活動は野菜の摂取量を増加させることが報告されているが 2,3)、
本研究から精神面への影響を介して野菜の摂取行動につながる可能性が示唆された。我が国で
は、野菜摂取量が不足している状況が続いており、特に高齢世代より勤労世代ではその傾向は顕
著である 7)。「野菜の栽培」活動は勤労世代の精神面を含めた健康増進に貢献すると考えられる。 
現在、我が国では少子高齢化が加速している。今後もその傾向は続き、労働生産人口は減少し

ていく。我が国の社会経済の進展のためには勤労世代の健康の維持増進は重要な課題である。現
在、長時間労働の是正を中心とした「働き方改革」による勤労者の健康づくりのための環境整備
が進んでいる。本研究で明らかにした「野菜の栽培」活動の勤労者の精神面への有効性は、労働
時間内の休み時間等を利用し、働く環境の中に「野菜の栽培」活動を取り入れることが可能であ
る。今後は、企業等の勤労者の労働環境内で実装実験を行い、勤労者の健康の維持増進への貢献
を明らかにしていきたい。 
 
 

表 1 対象者属性（栽培活動前）    

表 2 野菜の栽培活動状況 
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